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○ 本手引きについて 

 本手引きは、総合特別区域の事後評価について、事後評価の枠組みや事後評価書の記載方

法について解説するものです。今後、制度を運用していく中で、総合特別区域基本方針の改

定等と併せて改定を行うことがあります。 

 なお、本手引きで不明な点については、内閣府地方創生推進事務局までお問い合わせくだ

さい。 

 

【お問い合わせ先】 

  内閣府地方創生推進事務局 

  総合特区評価担当 

   E-mail：sogotoc@cao.go.jp 

   電 話：03-5510-2467 
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Ⅰ．総合特別区域事後評価の枠組み 

 

 

 

 

① 評価の根拠、対象及び時期 

総合特別区域の事後評価は、総合特別区域基本方針（平成 23 年８月 15 日閣議決定。以下「基本方

針」という。）第二の５‐②‐ア）に基づき、最初の総合特区計画が認定されてから１年を経過した総

合特区を対象として、一定期間ごと（原則として１年ごと）に実施します。 

なお、認定後１年を経過していない総合特区についても、指定から１年を経過している場合は、基

本方針第二の５‐②‐イ）に基づき、「ア）に準じた評価」を実施します。 

 ※前者の場合は評価書の標題に「正」、後者の場合は評価書の標題に「準」と記載ください。P５参

照。 
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②評価の項目及び方法 

 事後評価は、当該総合特区に係る指定地方公共団体及び当該総合特区計画に基づく事業を実施する

者（以下「総合特区実施主体」という。）が自ら行い、指定地方公共団体が評価結果を総合特別区域評

価書（以下「評価書」という。）として取りまとめることを基本とし、下記項目についての総合的な評

価を行います。 

また、評価書の取りまとめに際しては地域協議会を活用してください。 

ア）地域独自の税制・財政・金融上の支援措置、指定地方自治体の権限の範囲内における規制緩和

及び独自のルールの設定、指定地方公共団体及び地域協議会等における体制の強化並びに民間

独自の責任ある関与を示す取組等、地域における責任ある取組 

イ）規制の特例措置、構造改革特区の規制の特例措置、税制・財政・金融上の支援措置の活用状況 

ウ）指定地方公共団体が策定した数値目標の達成状況 

エ）その他総合特区の評価に資する事項 

 

③評価の流れ 

＜地方公共団体による評価書の作成＞ 

  指定地方公共団体は、毎年度末における総合特区の進捗状況について、翌年度当初（４月～６月

頃）に評価書として取りまとめ、内閣府地方創生推進事務局が別途指定する期日までに（６月中旬

を目途）、その指定する方法で提出してください。 

 

＜所管府省による規制の特例措置等の評価＞ 

 国と地方の協議会を通じて実現した規制の特例措置等に関する評価については、当該規制の特例

措置等を活用した事業に関する評価書が取りまとめられた場合、当該評価書を踏まえ、当該規制の

特例措置等を所管する府省（以下「規制所管府省」という。）が行うことを基本とします。ただし、

複数の府省にまたがる規制の特例措置等の評価については、各府省が行うものについて内閣府が協

力します。規制所管府省は、当該評価書等に記載された規制の特例措置に係る効果について評価を

行うこととします。規制所管府省による評価は、地方公共団体が取りまとめた評価書内の所定の欄

に記載を行うこととします。 

 

＜国と地方の協議等＞ 

  地方公共団体及び規制所管府省が作成した評価書は、国と地方の協議会における審議により、記

載内容の確認及び調整を行います。 

 

＜専門家評価＞ 

  総合特別区域の専門家評価に係る委員（以下、「専門家委員」という。）が、国と地方の協議会を

経て取りまとめられた評価書について、「総合特別区域の事後評価基準」に基づき、専門的な知見に

基づく評価を行います。 
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＜評価に関する調整＞ 

  専門家評価案は、総合特別区域評価・調査検討会に報告されます。評価・調査検討会は、分野横

断的な立場から必要な意見を述べます。 

  その後、評価結果案は、事務局から各総合特区及び規制所管府省に送付され、事実関係及び文言

の確認が行われます。その際、総合特区は、評価結果案について、不明点に関する質問、補足説明

等を行うことができます。総合特区から不明点に関する質問又は補足資料の提出があった場合、該

当箇所に関係する委員は、評価結果案への反映の必要性を検討します。 

  この過程において、評価結果案の修正が行われた場合、評価・調査検討会は、その結果を確認

し、必要な意見を述べます。 
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④評価結果の公表 

 内閣府は、評価書及び専門家評価の結果に基づき、総合特別区域評価・調査検討会において、検

討・評価を行った評価結果について、総合特別区域推進本部に報告した後、速やかに公表します。 

 

⑤評価結果の反映 

 評価結果については、各総合特区における実施事業や総合特区計画に適切に反映してください。 

 評価の結果、認定基準（総合特別区域法（平成 23 年法律第 81号。以下「法」という。）第 12 条第

10 項、第 35 条第 10 項及び基本方針第４の１）及び指定基準（法第８条第１項各号、第 31 条第１項各

号及び基本方針第三の２）に適合しなくなったと認める場合は、総合特区計画の認定の取り消し（法

第 17条、第 40条）、総合特別区域の指定解除又は区域の変更（法第８条第 10 項、第 31 条第 10 項）

等を行う場合があります。 
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Ⅱ．総合特別区域評価書の作成及び評価について 

①評価書の作成及び評価 

 評価書は、本手引きの様式により、以下の項目について作成してください。 

１ 国際戦略／地域活性化総合特別区域の名称 

２ 総合特区計画の状況 

３ 目標に向けた取組の進捗に関する評価 

４ 規制の特例措置を活用した事業等の実績及び自己評価 

５ 財政・税制・金融支援の活用実績及び自己評価 

６ 地域独自の取組の状況及び自己評価 

７ 総合評価 

 

②評価指標及び数値目標の評価 

＜評価書における評価指標及び数値目標の評価＞ 

 評価書における評価指標及び数値目標（以下評価指標等という。）は、認定計画書に記載した評価指

標等を用いることとします。 

 

＜評価指標及び数値目標の妥当性＞ 

 特区の取組や成果を適切に表すため、評価指標等は、以下の点を考慮して設定されている必要があ

ります。 

ア 総合特区の目指す目標と評価指標・数値目標の整合性について 

 評価指標は、総合特区の目指す目標全体に対する施策を偏りなく把握できるように、複数の指

標を選定すること。また複数の評価指標のレベル感（具体性の度合い等）を揃えること。 

 それぞれの評価指標に対応した数値目標は、それが達成されれば総合特区の目標が達成された

とみなせるような水準に設定すること。 

 数値目標の達成時期は、原則としてすべて計画の最終年度とすること。 

 年度ごとの数値目標は、毎年度進捗を確認する趣旨を踏まえ、単年度で過大な飛躍が生じない

ように設定すること。 

 総合特区の目指す目標の達成には長期的な取組が必要であることを踏まえ、評価指標又は数値

目標には、事業継続のための実施体制や人材育成等、施策又はその成果の持続性を示すものを

設定するように努めること。 

イ 数値目標と施策の関連性について 

 総合特区の目指す目標の達成には長期的な取組が必要であることを踏まえ、評価指標又は数値

目標には、事業継続のためのサイクルや実施体制等、施策又はその成果の持続性を示すものを

設定するように努めること。 

 数値目標には、アウトプット（施策自体の進捗）及びアウトカム（その施策による効果。施策

の中長期的な波及効果であるインパクトを含めてもよい。）に対応するものをそれぞれ設定する

ように努めること。 

 アウトプットについては、可能な限り、特区独自の施策に関するものを設定すること。 
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 アウトカムについては、アウトプットから得られた効果を他の社会経済動向による影響と区別

するため、アウトプットとの因果関係を示せるようにすること。 

ウ 数値目標の難易度について 

 過去の実績を踏まえ、数値目標が低すぎることが明らかになったものについては計画期間中で

あっても見直すこと。 

 難易度の高い取組を行う場合は、取組の結果だけでなく、プロセスにも着目するなど複数の評

価指標を設定し、施策の成果を多角的に示すように努めること。また、想定されるリスクの説

明等により難易度の高さを示すこと。 

 上記の考慮事項は、評価指標・数値目標の見直し等に活用してください。評価指標・数値目標の見

直しが困難な場合は、特区が作成する評価書において、上記の趣旨に沿って、参考となるようなサブ

指標を設定するように努めてください。 

 

＜代替指標の設定及び定性的評価＞ 

 事務局が指定する評価書の提出期日（６月中旬を目途）までに評価指標等に係る実績値の取りまと

めができない場合や各年度の目標設定自体が困難な場合等特段の事情がある場合は、そのことに合理

的な理由があると認められる場合に限り、代替指標を設定し、その実績値による評価を行うことがで

きます。 

 認定計画書に記載した評価指標等の各年度の目標設定、実績値把握及び代替指標の設定のいずれも

が困難である場合は、地域活性化総合特別区域に限り、事業の進捗状況に係る指定自治体の定性的な

自己評価による評価を行うことができます。その場合は、定性的評価の記載内容に基づき、専門家委

員が専門的知見により進捗状況を評価します。 

国際戦略総合特別区域は、その性質上必ず、認定計画書に記載した評価指標等又は代替指標のいず

れかの数値実績により評価を行ってください。 

 

 

 

＜資料の提出＞（ロードマップ等についての示唆） 

 事務局は、指定地方公共団体による評価指標等の各年度の目標設定や代替指標の設定が適切に行わ

れているかを把握するため、資料の提出を求める場合があります。指定地方公共団体は、事務局から

資料の提出を求められた場合、遅滞なく提出してください。 

 

■ロードマップの作成について 

評価指標等の評価を実施するため、初回の評価対象年度の 12 月末（第一次指定総合特区は平

成 24年 12 月末、第二次及び第三次指定総合特区は平成 25年 12 月末、第四次指定総合特区は平

成 26年 12 月末）までに、評価指標等について、年度ごとの目標値を設定した「目標達成に向け

たロードマップ」を作成し、提出してください。 

  ロードマップの作成に当たっては、年度ごとの評価において適正な評価を行うことができるよ

う、根拠資料（公的統計、独自調査等）や把握の方法等が明確となるよう努めてください。 

  ロードマップの様式については P37 を参照ください。 
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Ⅲ．総合特別区域評価書の作成要領 

注）国際戦略総合特別区域及び地域活性化総合特別区域の共通様式を使用し、国際戦略総合特区又は

地域活性化総合特区のいずれか該当する項目を選択して記入してください。 

また、正・準のいずれであるかを標題に明記ください。（正・準の分類は本手引き P１「①評価の

根拠、対象及び時期」を参照） 

 

 総合特別区域評価書  

 

平成○○年度 国際戦略／地域活性化総合特別区域評価書【正・準】 

 

作成主体の名称：○○都道府県○○市町村 

注）民間事業者と一体となって作成する場合は、連名としても構いません（必ずしも連名とする必要

はありません）。 

 

１ 国際戦略／地域活性化総合特別区域の名称 

○○○○○○○○○○○○特区 

注）内閣総理大臣の認定を受けた国際戦略総合特別区域計画又は地域活性化総合特別区域計画

（以下計画書という。）に記載した名称を記載してください。 

 

２ 総合特区計画の状況 

 ①総合特区計画の概要 

  ○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 

  解説：○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○（必要に応じて記載） 

注）総合特区計画の概要を端的に記載してください（200 字程度を目安）。 

 

②総合特区計画の目指す目標 

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 

解説：○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○（必要に応じて記載） 

注）計画書に記載した内容に準じ、総合特区計画の目指す目標を端的に記載してください（200 字

程度を目安）。 

 

③総合特区の指定時期及び総合特区計画の認定時期 

 平成○○年○○月○○日指定 

 平成○○年○○月○○日認定（平成○○年〇○月○○日最終認定） 

注）計画の変更を行った場合は、最初の認定時期及び最終変更認定時期の両方を記載してくださ

い。 
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④前年度の評価結果 

○○分野 ○．○点 

・○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 

△△分野 ○．○点 

・○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 

注）評価結果には、該当年度の総合評価の点数及び評価所見を記載してください。複数分野にま

たがる事業を実施する総合特区は、分野ごとに総合評価の点数と評価所見を記載してください。 

 

⑤評価に際して考慮すべき事項 

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 

注）新計画への移行、特区内における大規模災害の発生、数値目標の変更等、評価に際して考慮

すべき事項を簡潔に記載してください。さらに説明が必要な場合は、３以降（別紙を含む）

の関連する項目に記載してください。 

 

３ 目標に向けた取組の進捗に関する評価（別紙１） 

①評価指標及び留保条件 

評価指標 

（例１）計画書に記載した評価指標による評価を行う場合 

評価指標（１）：○○○○○［進捗度○○％］…（※１） 

数値目標（１）－①：○○○○○ 

［当該年度目標値○○、当該年度実績値○○％、進捗度○○％、寄与度○○％］…（※２） 

数値目標（１）－②：○○○○○ 

［当該年度目標値○○、当該年度実績値○○％、進捗度○○％、寄与度○○％］ 

現地調査時の指摘事項あり（数値目標（１）－②関係）…（※３） 

 

（例２）（例１）の進捗度が当年度には把握できず、代替指標による評価を行う場合 

評価指標（２）：○○○○○［進捗度○○％］…（※４） 

数値目標（２）：○○○○○≪代替指標による評価≫ 

代替指標（２）：○○○○○ 

［当該年度目標値○○、当該年度実績値○○％、進捗度○○％］…（※２） 

 

（例３）（例１）又は（例２）のいずれも把握できず、定性的な評価を行う場合 

評価指標（３）：○○○○○ …（※５） 

数値目標（３）：○○○○○ ≪定性的評価≫ 

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 

  注）別紙１に記載した自己評価の内容に準じ、端的に記載してください。 

 

留保条件 
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   指定時に、数値目標を含む定量的な留保条件が付されている場合は、本欄に進捗度を記載して

ください（評価指標に準じて記載）。（定量的な留保条件が付されていない場合は記載不要で

す。） 

 

※１）進捗度は、原則として、当該年度実績値を当該年度目標値（別紙１に記載）で割り返して算

出します。 

   ただし、増加傾向又は減少傾向（トレンド）にある評価指標等について、抑制又は増加させ

る数値目標を設定している場合は、数値目標と併せてトレンドの数値を記載し、その差を計

算することにより進捗度を算出するよう努めます。 

   また、特区の事業以外の要因の影響を受ける生産額や生産量等のシェアを評価指標等に設定

している場合は、シェアの増減の差を計算することにより進捗度を算出するよう努めます。 

※２）一つの評価指標に複数の数値目標を設定している場合は、各数値目標の進捗度をその寄与度

によって按分し、当該評価指標の進捗度としてください。 

［例］ 評価指標（１）に、数値目標①：（進捗度 60%、寄与度 40%）、数値目標②：（同 120%、

同 40%）、数値目標③：（同 90%、同 20%）の 3つの指標を設定した場合、60%×0.4＋

120%×0.4＋90%×0.2＝90%とし、評価指標（１）の進捗度を 90%とする。 

   寄与度は、一つの評価指標に複数の数値目標を設定している場合、それぞれの数値目標が評

価指標に与える寄与度を記載してください。（一つの評価指標に対して一つの数値目標のみ設

定している場合は、記載は不要です。） 

 ※３）該当する別紙１に「現地調査時の指摘事項及びそれに対する取組状況等」の欄に記載がある

場  合は、その旨を記載してください。 

※４）代替指標を設定した場合も、認定計画書に記載した評価指標を記載してください。 

※５）定性的評価を行う場合、進捗度の記載は必要ありません（記載された定性的評価に基づき専

門家による評価を実施します）。 

注） 進捗度は整数表示とし、小数点以下は四捨五入して記載してください。 

 

②寄与度の考え方 

数値目標（１）－①：○○○○○［寄与度○○％］ 

［寄与度の考え方］ ○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 

  ○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 

 

数値目標（１）－②：○○○○○［寄与度○○％］ 

［寄与度の考え方］ ○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 

  ○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 

 

留保条件：○○○○［寄与度○○％］ 

［寄与度の考え方］ ○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 

  ○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 

 



総合特別区域事後評価の手引き 

10 
 

注１）各評価指標の寄与度は均等とみなします。各評価指標に複数の数値目標があり、数値目標

の寄与度を均等としない場合は、本項目を以下の注に従って記入ください（均等である場

合、記入は不要です）。 

注２）各数値目標又は留保条件（定量的）の達成が、２－②に掲げる総合特区計画の目指す目標

の達成に、どの程度寄与するものなのか、考え方や理由とともに記載してください（100 字

程度）。 

注３）寄与度は、総合特区全体の目標に対する各数値目標等の寄与度とし、全体を 100％として算

出してください。 

 

③総合特区として実現しようとする目標（数値目標を含む）の達成に、特区で実施する各事業が連携

することにより与える効果及び道筋 

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 

 

注）総合特区事業として実施する各事業間の関連性について、各事業の工程等に触れつつ、簡潔

に記載してください。連携方法の工夫により相乗効果が見込まれる場合には、当該観点から

も説明を加えてください。 

 

④目標達成に向けた実施スケジュール（別紙１－２） 

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 

注１）実績値を踏まえ、次年度以降の取組の方向性について、端的に記載してください。 

注２）別紙１－２にロードマップ資料等を活用し、工程表を記入してください。 

 

４ 規制の特例措置を活用した事業等の実績及び自己評価（別紙２） 

①特定（国際戦略／地域活性化）事業：○○事業（○○法） 

ア 事業の概要 

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 

イ 評価対象年度における規制の特例措置の活用状況と目標達成への寄与 

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 

 

②一般（国際戦略／地域活性化）事業：○○事業（○○法） 

ア 事業の概要 

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 

イ 評価対象年度における規制の特例措置の活用状況と目標達成への寄与 

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 

 

③評価対象年度に提案した規制の特例措置（○件） 

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 
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注１）（ ）内には当該事業の実施に係る規制の特例が措置された対象法令名を記載してください。 

注２）一般（国際戦略／地域活性化）事業は、認定計画書４－ⅱ－イ「国との協議の結果、現時点

で実現可能なことが明らかとなった措置」に記載されている事業が対象となります。 

注３）①にはすべての特定事業について記載してください。②には一般事業を最大３件選定して記

載してください。特定事業又は一般事業を活用した事業がない場合は、その理由を記載して

ください。 

注４）①②のアには、規制の特例措置を活用した事業の概要を記載してください。その際、規制の

特例措置の活用の必要性が分かるようにしてください。イには、評価対象年度に規制の特例

措置をどのように活用したのかとその活用が目標達成にどのように寄与したのかを記載して

ください。目標達成への寄与については、総合特別区域計画における数値目標にどの程度寄

与しているかを踏まえ、定量的に記載してください。 

注５３）総括的なコメントを記載し、詳細は②において選定しなかった一般事業は、事業名と評価

対象年度における活用の有無を別紙２に記載してください（100 字程度を目安）。 

注６）③には、国と地方の協議に提案した規制の特例措置の件数とそれぞれの概要を記載してくだ

さい。 

 

５ 財政・税制・金融支援の活用実績及び自己評価（別紙３） 

財政支援： 

＜調整費を活用した事業＞ 

・特区事業の名称（国の補助事業名）…（※１） 

ア 事業の概要 

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 

イ 評価対象年度に行った財政支援の活用状況と目標達成への寄与 

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 

＜既存の補助制度等を活用した事業＞ 

 ○件。詳細は別紙３のとおり…（※２） 

ア 事業の概要 

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 

イ 評価対象年度に行った財政支援の活用状況と目標達成への寄与 

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 

 

税制支援：○件…（※３） 

ア 事業の概要 

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 

イ 評価対象年度に行った税制支援の活用状況と目標達成への寄与 

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 

ウ 将来の自立に向けた考え方 

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 
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金融支援（利子補給金）：○件…（※４） 

ア 事業の概要 

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 

イ 評価対象年度に行った金融支援の活用状況と目標達成への寄与 

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 

ウ 将来の自立に向けた考え方 

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 

 

※１）認定計画書別紙２－３に記載されている事業が対象となります。認定計画書別紙２－３の記

載と同じ名称を記載してください。 

※２）既存の補助制度等を活用した事業の件数を記載してください。 

※３）租税特別措置の適用件数（累積件数ではなく、年度件数）を記載してください。 

※４）指定金融機関と企業との契約件数（累積件数ではなく、年度件数）を記載してください。 

注１）財政・税制・金融支援については、事業ごとではなく、すべての事業をまとめて記載してく

ださい。支援を活用した事業がない場合はその理由を記載してください。 

注２）アには、すべての事業をまとめて事業の概要を記載してください。その際、事業における支

援の必要性が分かるように記載してください。イには、評価対象年度に支援をどのように活

用したのかとその活用が目標達成にどのように寄与したのかを記載してください。目標達成

への寄与については、総合特別区域計画における数値目標にどの程度寄与しているかを踏ま

え、定量的に記載してください。ウには、支援からの自立に向けた考え方を記載してくださ

い（税制・金融支援のみ。財政支援については、制度上、事業の１年目にしか活用できない

ため、ウを記載する必要はありません。）。 

注１２）総括的なコメントを記載し、詳細は別紙３に記載してください（100 字程度を目安）。 

注２）税制及び金融支援について、認定を受けていない場合は「該当なし」、認定を受けたが活用が

無い場合は「０件」と記載してください。 

 

６ 地域独自の取組の状況及び自己評価（別紙４） 

（地域における財政・税制・金融上の支援措置、規制緩和・強化等、体制強化、関連する民間の取組

等） 

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 

注）総括的なコメント（200 字程度を目安）を記載し、詳細は別紙４に記載してください。 

 

７総合評価 

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 

 注１）３～６の記載内容を踏まえ、評価対象年度における総合特区の進捗状況等に係る総合的な自

己評価を記載してください（200 字程度を目安）。 
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 注２）次年度以降、総合特区としての取り組みを継続していくか否かの意向を必ず記載してくださ

い。 

 

 

  
代替指標又は定性的評価を行う場合、認定計画書に記載した数値目標に係る実績値が把握できた

後に最初に提出する事後評価書に「（参考）認定計画書に記載した設定した数値目標に対する実

績」を添付してください。 
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※P10～P18 の記載例はあくまで記載事項の理解を補助するためのものです。評価書の作成に当たっては、特区の進捗状

況が明らかとなるよう具体的かつ詳細な記述を行ってください。 

 

 別紙１  ※数値目標が複数ある場合は数値目標ごとに別紙１を作成してください。 

■目標に向けた取組の進捗に関する評価 

○評価指標に係る数値目標及び寄与度 

・各年度の目標値をロードマップのとおりに記入ください。 

 ・代替指標による評価を行う場合は、本欄に直接、代替指標に係る目標値等を記載するとともに、

代替指標であることを記載してください。 

 ・定性的評価を行う場合は、ロードマップの目標値を記載し、定性的評価であることを記載してく

ださい。 

 

 ＜記載例＞ 

 

評価指標（１） 

○○○の実施

件数 

 当初（○○年

度） 

平成○○年度 平成○○年度 平 

数値目標／代替指

標／定性的評価（１） 

○件→○件（累計） 

目標値  １００件 150 件  

実績値 ５０件 ９０件   

寄与度（※）：30％ 進捗度

（％） 

 ９０％   

 

 

 

○代替指標の考え方または定性的評価 

 ・本欄には、代替指標による評価を行う場合又は定性的評価を行う場合のみ記載してください（認

定計画書に記載した数値目標による評価を行う場合、記載の必要はありません）。 

 ・代替指標による評価を行う場合は、本欄に、認定計画書に記載した数値目標を評価書の提出期日

までに取りまとめることができない理由及び認定計画書に記載した数値目標に代えて当該代替指

標により評価を行うことの合理的な理由や根拠を記載してください。 

 ・定性的評価を行う場合は、本欄に、認定計画書に記載した数値目標を評価書の提出期日までに取

りまとめることができない理由及び総合特区の進捗に係る定性的な評価を記載してください。 

 

＜記載例：代替指標を用いる場合＞ 

代替指標の考え方または定性的評

価 

※数値目標の実績に代えて代替指

標または定性的な評価を用いる場

合 

この評価指標は、○○省が実施する○○統計調査に基づくものであり、当該調査の

公表が翌年度○月であることから評価時点では実績値を把握できない。そのため代

替指標○○○○による事後評価を行うこととする。認定計画書に記載した数値目標

は本特区の目標である○○の達成状況を測るための指標として、○○の当年度実績

を把握するものであるところ、代替指標○○○○は○○に代えて○○を把握すること

当該数値目標の寄与度を記載 評価対象年度の進捗度を記載 評価対象年度の実績値を記載 

数値目標の当初実績値を記載 

 

各年度の目標値を記載 
「数値目標」「代替指標」

「定性的評価」の別を記載 
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で○○の達成状況を測ることが可能であり、本数値目標の代替指標として適切であ

る。 

 

＜記載例：定性的な評価を用いる場合＞ 

代替指標の考え方または定性的評

価 

※数値目標の実績に代えて代替指

標または定性的な評価を用いる場

合 

この評価指標は、○○年の設備完成・稼働開始まで数値実績が進捗せず、他に事

業の進捗を測る定量的な代替指標の設定もできないことから、この間は定性的な評

価を行うこととする。当該年度においては、用地買収と設備設計がスケジュール通り

進捗しており、○年の設備稼働開始に向けて順調に進捗している。 

 

○目標達成の考え方及び目標達成に向けた主な取組、関連事業 

 ・当該評価指標を達成するために行う事業の進捗状況や事業間の関連性（連携）についても触れつ

つ具体的に記載してください。 

＜記載例＞ 

目標達成の考え方及び目標達成に

向けた主な取組、関連事業 

本特区の政策課題である○○の解決には○○の解消が不可欠であることから、○○を

円滑化するための○○について、平成○○年度までに設置数を○件とすることを数値

目標とする。数値目標を達成するため、計画初年度から A 事業を実施するとともに、

○○年度までに A 事業を安定させ、○○年度からは、A 事業の成果を活用しつつ B

事業を実施する予定。 

 

○各年度の目標設定の考え方や数値の根拠等 

 ・前項目で記載した目標達成の考え方及び各事業間の関連性、目標達成に向けた実施スケジュール

（別紙１－２）等を踏まえ、各年度の目標設定の考え方や数値の根拠を合理的に記載してくださ

い。定性的な評価の場合は、数値の根拠に代えて計画の進行管理の方法等について記載してくだ

さい。 

 ＜記載例：代替指標を用いる場合＞ 

各年度の目標設定の考え方や数値

の根拠等 

※定性的評価の場合は、数値の根

拠に代えて計画の進行管理の方法

等 

当初○年間は A事業のみの実施であることから、当事業の年間受入可能件数（○○

件）より、各年度○○件の増加を目標とする。平成○年度以降は、B 事業を新たに実

施する予定であるため各年度の目標を○○件とし、平成○○年度末に目標を達成する

こととする。 

 

＜記載例：定性的な評価を用いる場合＞ 

各年度の目標設定の考え方や数値

の根拠等 

※定性的評価の場合は、数値の根

拠に代えて計画の進行管理の方法

等 

○○年度は有識者委員会を立ち上げるとともに調査事業を実施し、○○年度には業

界団体や関係自治体への説明会及び事業実施者の公募を行う。○○年度からは事

業を開始し、○○の○○％達成という目標の達成を目指す。 

 

○進捗状況に係る自己評価及び次年度以降の取組の方向性 

 ・数値目標等の直接効果及び間接的な効果も踏まえ、総合的な自己評価を行ってください。 

 ・目標達成の進捗が遅れている場合は、その要因を分析し自己評価と併せて記載してください。 

 ・進捗状況に関わらず、次年度以降の取組みについての方向性を記載してください。 
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 ＜記載例＞ 

進捗状況に係る自己評価（進捗が

遅れている場合は要因分析）及び

次年度以降の取組の方向性 

Ａ事業、Ｂ事業については、順調に事業が進捗しているものの、Ｂ事業については○○が

原因となり事業の着手が遅延していることから、全体として事業の進捗に遅れがみられ

る。今後、Ｂ事業について新たに○○の規制緩和を求めるほか、自治体独自に○○を

実施し、事業の円滑な実施に向けて取り組むこととする。 

 

○外部要因等特記事項 

 ・計画の進捗に大きな影響を及ぼす外部要因等がある場合、その内容について記載してください。 

外部要因等特記事項 当初、平成○年度に基本設計、○年度に竣工予定であったが、平成○年○月の×

×大水害による復旧・復興を優先させるため、基本設計が○年度以降、竣工が○年

度以降に延期。 

 

○現地調査時の指摘事項及びそれに対する取組状況等 

 ・当該評価指標の達成等について、現地調査時に委員から指摘事項があった場合、その内容と指摘

事項に対する総合特区としての対応を記載してください。 

 ＜記載例＞ 

［指摘事項］ ［左記に対する取組状況］ 

目標達成のためには、○○及び○○も実施する必要があ

るのではないか。 

○○については、平成○○度から予算を措置し、○○事業を実施

する予定。○○については○○についての協議が必要となることから

引き続き検討を行う。 
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 別紙１－２  

■目標達成に向けた実施スケジュール 

・任意の様式で、総合特区の実施スケジュールを作成してください。 

・スケジュールは月単位、事業単位で作成することとし、事業ごとの工程及び事業間又は工程間の関

連性が明確となるよう記載してください。 

・特に翌年度の工程については詳細に記載するよう努めてください。 

・工程表の作成にあたっては、各事業主体間で十分な連携・調整を行ってください。 

 

＜記載例＞ 
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 別紙２  

■規制の特例措置を活用した事業の実績及び評価 

・「関連する数値目標」には、当該事業に関連する数値目標について、別紙１に記載した数値目標の番

号を記載してください。 

・「事業の実施状況」には、規制の特例措置及び特区における活用の状況を記載してください。 

・「直接効果」には、当該事業の実施によって直接的に得られた効果を記載してください。記載に当た

っては、極力、数値目標等の定量的な根拠を踏まえて説明してください。 

・「自己評価」には、直接効果以外の間接的な効果も踏まえ、総合的な自己評価を行うとともに、当該

規制の特例措置を活用して、今後どのように特区の取組を推進していくのかも記載してください。 

・「規制所管府省による評価」には、規制所管府省の名称を記入ください。（ご提出後、記載された規

制所管府省が評価を記入します。）また、協議の結果、現時点で実現可能なことが明らかとなった措

置については、規制協議の整理番号も記入ください。 

 ＜記載例＞ 

特定（国際戦略／地域活性化）事業の名称 関連する数値目標 規制所管府省による評価 

地域活性化総合特別区域通訳案内士育成等事業（観光Ｂ００１） 数値目標(1)－① 

数値目標(1)－② 

規制所管府省名：○○省 

 

 □特例措置の効果が認められる  

 □特例措置の効果が認められない  

 ⇒□要件の見直しの必要性あり 

 □その他 

＜特記事項＞ 

 

特定（国際
戦略／地域
活性化）事

業の名称 

関連する数値目標 事業の実施状況 

直接効果 

（できる限り数値を
用いること） 

自己評価 規制所管府省による評価 

地域活性化

総合特別区
域通訳案内
士育成等事

業（観光Ｂ００
１） 

数値目標(1)－① 

数値目標(1)－② 

特区通訳案内士育成

事業の実施に向けて、
平成 24 年○月に要綱
及び条例の整備を行っ

た。その後、特区ガイド
育成研修を平成○年
○月から実施した。 

平成○○年○月～○

月の間に、研修を行
い、当初の見込みを上
回る○○名の受講があ

り、数値目標（１）－①
について当年度の目標
を大幅に上回った。○

○年度からは特区ガイ
ドとしての活動を開始し、
数値目標（１）-②につ

いて○○程度の実績
値を見込んでいる。 

左記の直接効果以

外にも、住民の発意
により○○が発足す
るという副次的な効

果が見られた。当年
度の目標を上回り、
順調に事業が進捗し

ていると言える。今後
取組を加速するた
め、隣接する○○市

においても本特例措
置を活用する予定。 

規制所管府省名：○○省 

 

 □特例措置の効果が認められる  

 □特例措置の効果が認められない  

 ⇒□要件の見直しの必要性あり 

 □その他 

＜特記事項＞ 

 

■国との協議の結果、全国展開された措置を活用した事業の実績及び評価 

 （本文４．①において選定した事業を除く。） 

＜記載例＞ 

全国展開された事業の名称 関連する数値目標 
評価対象年度における 

活用の有無 

ビジネスジェットの使用手続簡略化 数値目標(1)－① 
数値目標(1)－② ○ 

 

 

 

総合特別区域基本方針の別表 1 又は 2 に記載されてい

る事業及び構造改革特別区域基本方針の別表１に記載さ

れている事業が対象となります。 

総合特別区域基本方針の別表 3 に記載されている事業

が対象となります。別表 3 に記載されていない場合は

記載不要です。 
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全国展開
された措

置の名称 

関連する数値
目標 

事業の実施状況 
直接効果 

（できる限り数値を用いること） 
自己評価 規制所管府省による評価 

ビジネスジ
ェットの使

用手続簡
略化 

数値目標(1)－① 
数値目標(1)－② 

国との協議の結果、○○

空港におけるビジネスジェ

ット（企業や個人が利用

する自家用ジェット機等）

の連続駐機可能日数に

ついて、今まで○日だった

ものを最長○日まで留め

置くことができることとなっ

た。これにより外国人ビジ

ネスマンの利便性が向上

したことを受け、以前よりも

長時間のビジネス交渉、ビ

ジネストリップの提案を検

討中であり、海外企業の

更なる誘致を推進してい

る。 

当該措置の以前では、ビジネスジェットの利用

が月○回であったところ、改正後から今までの

間、ビジネスジェットの利用回数は月○回まで

増え、駐機可能日数の延長により、潜在的利

用ニーズを獲得できたと考えられ、当該措置に

よる効果は発現している。数値目標(1)－①の

年度目標 ビジネスジェットの発着回数○％

向上は達成される見込み。 

数値目標(1)－②の年度目標 誘致海外企

業数○件については、現在、○件の誘致が

決定しており、達成は困難な状況。外国人ビジ

ネスマンの利便性を更に向上させる○○施設

の整備が遅れているが、平成 26 年度中には

整備が完了する予定であり、当該施設との相

乗効果により、今後は誘致活動を促進させた

い。 

ビジネスジェットの発

着回数から見て、外

国人ビジネスマンの

利便性は確実に向

上しているが、企業

誘致まで結びついて

いないのが現状。更

に利便性の向上に

努めるとともに、聞き

取り調査等により、ビ

ジネス環境整備に

関するニーズ発掘も

並行的に行うこと

で、誘致海外企業

数○件の達成を図り

たい。 

規制所管府省名：△△省 
 

＜参考意見＞ 

 
 
 
 
 

■国との協議の結果、現時点で実現可能なことが明らかとなった措置による事業の実績及び評価 

（本欄は、認定計画書【４ⅱ）イ）国との協議の結果、現時点で実現可能なことが明らかとなった措

置】に記載した措置のうち、事業の進捗が認められるものを自治体が選択して記載。ただし、本文

４．①において選定した事業を除く。） 

 ＜記載例＞ 

現時点で実現可能なことおが明らかになった措置による事業の名称 関連する数値目標 
評価対象年度における 

活用の有無 

食品の有用性（機能性）表示制度の見直し 数値目標(1)－① 

数値目標(1)－② ○ 

 

 

現時点で
実現可能

なことが
明らかと
なった措

置 

関連する数値目
標 

事業の実施状況 
直接効果 

（できる限り数値を用い

ること） 

自己評価 規制所管府省による評価 
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食品 の 有
用性（機能

性）表示制
度の見直し 

数値目標(1)－① 
数値目標(1)－② 

国との協議の結果、
研究内容や安全性

を確認し認定を行う体
制を構築するなど一
定の条件の下、商品

に「健康でいられる体
づくりに関する科学
的研究」が行われて

いる旨を表示すること
は可能であることが確
認できたことから、平

成 25 年○月に○○
審査委員会を立ち上
げ、確認・認定を行う

体制づくりに着手し
た。 

既に具体的に事前相談を
受けている商品は○件程度

あり、平成 25年度中には審
査委員会による認定を経た
上で、表示を付した商品が

○件程度が実現する見込
み。表示を行わない場合に
比べ○％の件数増加の見

通しであり、効果が見られる。
これにより、数値目標(1)－
①の年度目標 商品化件

数○件は達成される予定。 
平成26年度以降は、この取
組を活用した商品の海外輸

出を展開する予定であり、
数値目標(1)－②の年度目
標 売上高○円を大幅に

上回る見込み。今後、上方
修正する予定である。 

左記の直接
効果以外に

も、県内外の
企業からの問
い合わせが○

件程度あり、
今後、この取
組を活用した

商品が増加し
ていくことが見
込まれる。 

規制所管府省名：××省 
規制協議の整理番号：△△ 

＜参考意見＞ 

 
 
 
 

■上記に係る現地調査時指摘事項 

・当該事業について、現地調査時に委員から指摘事項があった場合、その内容と指摘事項に対する総

合特区としての対応を記載してください。 

＜記載例＞ 

［指摘事項］ ［左記に対する取組状況］ 

○○を○○の場合にも適用可能とするに当たっては、○○に

備えた○○の整備が必要ではないか。 

委員の指摘を踏まえ、自治体独自の取組として○○を設置した。

住民発意により○○が発足するなど、官民共同で○○の整備に

取り組んで参りたい。 
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認定を受けていない場合は「該当なし」と記載してください。 

 別紙３  

■財政・税制・金融支援の活用実績及び自己評価（国の支援措置に係るもの） 

○財政支援措置の状況 

＜記載例＞ 

財政支援措置の状況 

事業名 関連する数値目標  年度 H23 H24 累計 自己評価 

○○○○事業 数値目標(1)－① 

数値目標(1)－② 

財政支援要望 3,000(千円) 6,000(千円) 9,000(千円) 補助制度等所管府省名：××

省 

対応方針の整理番号：△△ 

特区調整費の活用：有／無 

既存の競争的資金、総合特区調

整費及び自治体予算を活用するこ

とで、予定通り事業を推進できた。

平成○○年度には、○○事業に

も重点的に財政支援を受けること

により、更なる事業の進捗が見込ま

れる。 

国予算

（a） 

0(千円) 4,000(千円) 4,000(千円) 

自治体予算(b）     0(千円) 4,000(千円) 4,000(千円) 

総事業費(a＋b) 0(千円) 8,000(千円) 8,000(千円) 

 

○税制支援措置の状況 

＜記載例＞ 

税制支援措置の状況 

事業名 関連する数値目標  年度 H23 H24 累計 自己評価 

○○○○事業

（国際戦略総合

特区設備等投

資促進税制） 

（事業番号○） 

数値目標(２)－② 件数 ０ ２ ２ 平成 24 年度に 1件の計画認定

を受け、当年度内に 2件の適用

があった。投資促進税制の適用

により、企業の投資活動が促進さ

れ、総合特区の取組みが推進さ

れた。 

 

○金融支援措置の状況 

・各年度の適用(融資実行)件数 

＜記載例＞ 

金融支援措置の状況 

事業名 関連する数値目標  年度 H23 H24 累計 自己評価 

○○○○事業 数値目標(２)－① 件数 3 0 3 平成 23 年度に 2件、平成 24 年

度に 1件の計画認定を受け、4

件の適用があった。金融支援によ

り、企業の利子負担が軽減され、

当該地域への参入が促進され

た。 

 

■上記に係る現地調査時指摘事項 

・当該事業について、現地調査時に委員から指摘事項があった場合、その内容と指摘事項に対する総

合特区としての対応を記載してください。 

＜記載例＞ 

［指摘事項］ ［左記に対する取組状況］ 

財政支援要望一覧の要望額。本評価書作

成時点の最新の金額を記載。 対応方針の金額を記載。 

財政支援要望一覧の総事業費と整合。 

指定金融機関と企業との契約件数を

記載してください。 

租税特別措置の適用件数を記載。 

計画において複数事業が認定されている場合、事業番号を記載。 

民間予算も含めて記載。 

認定を受けていない場合は「該当なし」と記載してください。 
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○○を○○の場合にも適用可能とするに当たっては、○○に

備えた○○の整備が必要ではないか。 

委員の指摘を踏まえ、自治体独自の取組として○○を設置した。

住民発意により○○が発足するなど、官民共同で○○の整備に

取り組んで参りたい。 

 

 別紙４  

地域独自の取組の状況及び自己評価（地域における財政・税制・金融上の支援措置、規制緩和・強化

等、体制強化、関連する民間の取組等） 

■財政・税制・金融上の支援措置 

財政支援措置の状況 

事業名 関連する数値目標 実績 自己評価 自治体名 

     

税制支援措置の状況 

事業名 関連する数値目標 実績 自己評価 自治体名 

     

金融支援措置の状況 

事業名 関連する数値目標 実績 自己評価 自治体名 

     

 ※別紙３に準じて記載してください。 

 

■規制緩和・強化等 

＜記載例＞ 

規制緩和 

取組 
関連する 

数値目標 

直接効果（できる限り

数値を用いること） 
自己評価 自治体名 

○○の取得に係る○

○要件の緩和 

数値目標（１）‐② ○件（緩和要件による

取得件数） 

左記実績値以外にも、市内企業等から○○活用に向

けた相談が○○件寄せられた。高いニーズがあることか

ら今後も継続する予定。 

○○市 

規制強化 

取組 
関連する 

数値目標 

直接効果（できる限り

数値を用いること） 
自己評価 自治体名 

○○地域での○○の

禁止 

数値目標（２）‐② ○○年度○件⇒０件 ○○条例を施行し、○○地域での○○は０件となった。

○○年度以降、評価指標（２）の達成に寄与すると考

えられる。 

○○町 

その他 

取組 
関連する 

数値目標 

直接効果（できる限り

数値を用いること） 
自己評価 自治体名 

○○の運用に係る市

内事業者向け説明

会開催 

数値目標（１）‐③ ○件（説明会により新た

に参入した事業者） 

国との協議で明らかとなった○○の運用は○○で代替

できることについて、市内事業者に周知することで、○

○に参入する事業者の増加につながったことから、○

○年度も○○回の説明会を開催する予定。 

○○市 

 

■体制強化、関連する民間の取組等 

体制強化 ○○県庁○○部内に総合特別区域推進課を設置 

民間の取組等 ○○組合が独自に○○研究会を定期的に開催し、特区での研究成果について具体的な事業化の方向性を検討 

 

■上記に係る現地調査時指摘事項 

・当該事業について、現地調査時に委員から指摘事項があった場合、その内容と指摘事項に対する総

合特区としての対応を記載してください。 

＜記載例＞ 

［指摘事項］ ［左記に対する取組状況］ 
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○○を○○の場合にも適用可能とするに当たっては、○○に備えた

○○の整備が必要ではないか。 

委員の指摘を踏まえ、自治体独自の取組として○○を設置した。住民発意

により○○が発足するなど、官民共同で○○の整備に取り組んで参りた

い。 

 

 

 別添  

■（参考）認定計画書に記載した数値目標に対する実績 

※評価年度には認定計画書に記載した数値目標の実績値を把握できず、代替指標又は定性的評価を行

った場合に、認定計画書に記載した数値目標に係る実績値が把握された年度の事後評価書に「（参

考）認定計画書に記載した数値目標に対する実績」を添付してください。 

［例］平成 24年度の実績値が、平成 25年 8月でなければ把握できず、平成 24 年度の評価書において

は代替指標（定性的評価）による評価を行った場合、平成 25 年度の評価書に別添資料として添

付する。 

 ＜記載例＞ ※上記の［例］で平成 25 年度の評価書に添付を行う場合 

評価指標（１）  

 当初（○○年度） 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

数値目標（１） 
目標値  ６０ ７０ ８０ ９０ １００ 

実績値 50 72     

寄与度（※）:30％ 進捗度  120％     

目標達成の考え方及び目標達成に

向けた主な取組、関連事業 

○○○… 

各年度の目標設定の考え方や数値

の根拠等 

○○○… 

進捗状況に係る自己評価（進捗が

遅れている場合は要因分析）及び

次年度以降の取組の方向性 

○○○… 

 外部要因等特記事項 
― 

代替指標による評価又は定性的評

価との比較分析 

○○○… 

注１）各項目は別紙１の作成要領に準じて記載してください。 

 

※「別添 （参考）認定計画書に記載した数値目標に対する実績」の活用について 

 代替指標による評価及び定性的評価は、認定計画書に記載した評価指標等に係る実績値が把握

可能となるまでの間、各年度の評価において、総合特区の取組に係る進捗状況を把握するため

に、暫定的な評価として実施するものです。 

総合特区の成果は、認定計画書に記載した評価指標等に基づき評価されるべきであることか

ら、各年度の当該実績値が把握された時点で、報告していただくものです。 

なお、上記報告により、評価・調査検討会が、代替指標による評価又は定性的評価に基づき行

った各年度の評価に対して修正を行うことは適時性の観点からありませんが、代替指標による評

価又は定性的評価に基づき行った各年度の評価結果と、後年度に把握された実績値の進捗状況と

が著しく乖離する場合には、当該年度の目標設定の考え方の評価に反映するとともに、評価手法

の見直しを求める場合があります。 

平成 25 年度に把握された平成 24年度の実

績値について記載してください。 

代替指標や定性的評価による評価と、実際に
把握された数値目標の進捗状況とが乖離する

場合、その要因について比較分析を行ってく
ださい。 


